
事業者情報

団体名 認定特定非営利活動法人 都市環境協会

所在地 新潟市中央区烏帽子町3109

設立時期 平成１２年１月２６日

団体ＨＰ https://niigata-bs.sakura.ne.jp/toshikankyo/

事業概要
不動産関係７団体が空き家空地対策協議会を構築し、新潟市と連携する。空き家の減戸を目的とした隣地集約事業。
空き家の除却を希望する市民に、協議会として見積りを含めた具体案の提示。所有者同意なら担当団体により解体除却を実施。

活動地域 新潟市

事業
スキーム

凡例 …実施事業者 …自治体 …その他連携先

認定特定非営利活動法人 都市環境協会

事業イメージ

取組内容及び成果

1.空き家空地の中間所有ｏｒ国庫帰属
◯新潟市と連携し、全市民へ空き家管理への啓発
◯空き家除却のニーズ調査と相談窓口の設置

◯協議会の設置と物件調査及び具体的提案
◯中間所有組織で取得と地域福利増進活用策定
◯中間所有組織からの能動的隣地集約

◯除却・測量・国庫帰属申請のサポート

２.空き家空地バンクの構築
◯中間所有組織で取得物件等のネット公開
◯業界団体構成員への周知

◯民間活用提案の受付体制

３.新潟市空き家空地対策計画へ提案
◯各団体にて空き家空地対応マニュアル作成
◯対応マニュアルを纏め、市の対策計画と連携

4.防災に資する、空き家除却と道路拡幅
◯能登地震の被害（空き家からの瓦落下や、擁壁の倒壊による道路幅減）を受け、復興の際に民間主導型の
空き家や擁壁の除却と道路拡幅事業を検討

来年度、新潟市と協議し、これを地域福利増進活用と定義したい



認定特定非営利活動法人 都市環境協会

④現地調査

⑤国庫帰属の見積等の全体審査 ⑥相談者への説明と、国庫帰属の提案

①空き家の啓発と、相談受付

国庫帰属制度に関する国への提言
相続土地国庫帰属制度の促進には、その費用負担の軽減策が有効と考えます。

又、相続前であっても、相続予定者との合意の元、生前国庫帰属制度も、空き家空地の問題解決に
繋がると考えられます。
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②新潟市に空き家空地バンクを提案①各団体の会員に周知

③情報公開 オンリーワンの民間利用
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②新潟市へ提案①全団体でそれぞれのマニュアル作成
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激甚災害
能登地震の新潟市での影響

瓦の落下

擁壁の破損

倒壊リスクの高い空き家
や擁壁の除却は、防災に
繋がります。
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②浅妻副市長への提言

①新潟市議会議員や関係各課との意見交換

⑤浅妻副市長からのコメント

一年がかりで、提言を纏めて頂きありがとうございます。
皆様のご意見を真摯に受け止め、担当部署に伝えます。
農地も含め空き家バンクを、西蒲区をモデルに進めたい。
行政としてどこまでできるかがわからないが、皆さんと協力して、前を向いて進みたい。

新潟市空き家空地対策協議会

①空き家になる前の予防として町内会、自治会への空き
家リスクの啓発

②「中間所有組織による空き家所有」
③新潟市空き家等及び所有者不明土地対策計画の策定
と、民間主導による空き家空地対策への支援

④新潟市の空き家空地バンク制度の設立
⑤市役所内の空き家空地の横断的担当官の設置
⑥災害防止の観点からの危険空き家の除却促進

③市への提言

④来年度事業について
①防災・減災の意識の醸成のために、「危険空き家」がな
ぜ「危険なのか」を市民に向けての啓発

②空家等管理活用支援法人を想定した、民間主導による
空き家の除却と、防災空地（公衆用道路による道路幅６
ｍ化）の実施

⑥市議会議員からのコメント

空き家バンクと中間所有組織は、最重要課題として、執行部と協議して進めて行く。（土田市議会議員）
地震が起きて、空き家問題があからさまになった。早急に取り組むべき問題と思い知らされた。（林市議会議員）
空き家の持ち主が県外に居る場合も多い。所有者と町内会長とのコミュニケーションが取れると、対応が出来ている。（豊島市議会議員）
地震による擁壁の倒壊は保険が効かない。市での補助を考えて欲しい。（保苅市議会議員）１月27日新潟市危険ブロック撤去支援決定
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